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与那国「国境交流特区」構想の背景と目標 

 
昭和 57 年、与那国町は台湾・花蓮市と姉妹都市盟約を締結し、平成 18 年には姉妹

都市締結 25年の節目を迎える。 

 花蓮市は花蓮県 13都市の一市で台北市から南東へ 225㎞に位置し、台湾東部最大の

人口約 17万の都市である。また、横貫公路、蘇花公路と北廻線の中心地として交通の

要となっている。 

 花蓮港は 10,000トンクラスが入港可能で、大理石や木材などの積み出しで発展し、

台湾三大国際港の一つである。更に、空の玄関も開港し、豊富な観光資源によって観光

都市としても急成長している。 

一方、台湾から日本への観光客は北海道から沖縄まで全国的広がりを見せ、沖縄では

10万人余の入域客が見られる。 

しかし、台湾に最も近接する与那国への直接入域客が 0人であることは極めて不自然

である。‘近くて遠い’という現状は、24 年間の姉妹都市関係があるにもかかわらず、

与那国－花蓮間の地域間交流を阻害し、地域活性化や経済活動に関わる様々なチャンス

を逸してきたことなど、多大な不利益をもたらしている。 

 過去数十年にわたって国境の島・与那国が直面してきたこのような課題こそ、「構造

改革特区」の認定を通じて克服・解消されなければならないと確信する。 

更に、八重山地域への 70万人観光入域客の大半が石垣島および竹富島等の周辺離島

を終点としていることについても見逃してはならない。与那国島を国境の結節点とする

＜石垣⇔西表⇔与那国⇔花蓮＞のネットワーク、＜八重山経済圏×台湾経済圏＞の範囲

経済と循環システムを形成することが重大な課題である。 

  

戦前、歴史的に深い繋がりのあった与那国と台湾の間では、「自由往来」が行われ、

台湾経済圏の中で‘一体的な生活圏’が保たれていた。生活物資等の交易だけでなく、

就業・就学も行われるなど、地域間交流を通じて島は活力に満ち、常に 5,000名規模の

人口が定住するなど、国境の町としての繁栄の姿があった。 

 戦後、台湾との間に国境線が敷かれた後は、沖縄および内地（神戸等）への復興貿易

（密貿易）の基地となり、人口は飛躍的に増加。昭和 22 年には約 12,000 名をもって

村から町に昇格した経緯と歴史がある。しかし、密貿易に対する取り締まりが強化され、

就業の場を失った島民は島外に仕事を求めて島を離れ、平成 17年 4月現在の島人口は

1,718名。60年前の‘繁栄の国境の町’から‘辺境の地’へと大きく変貌した。更に、

国による三位一体改革の波は島を直撃し、地域の自立が求められる一方、人口減少には

歯止めがかからず、財政も破綻寸前という状況にある。 

 

 このような厳しい状況下、島民は地域社会の存続，島の再生と自立，国境の島の民生

安定等をめざした『与那国・自立へのビジョン』を住民主導で作成し、平成 17年 3月
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には、町議会においてこれを全会一致で議決するとともに、与那国『自立・自治宣言』

を採択した。 

 本「国境交流特区」構想は、島民による『与那国・自立へのビジョン』を受けて提起

するものである。特に、昭和 57年来の花蓮市との姉妹都市関係に立脚した国境地域間

の友好親善，人・もの・情報の直接交流を通じた活性化・人材育成・安心の実現など、

‘国境の島’の自立と民生安定を具現化するためのものである。 

 

 

「国境離島型開港」の実現を求める 

 

姉妹都市関係を基盤とする国境地域間の交流・交易の促進，自由な人的往来の実現を

趣旨・目標とする「国境離島型開港(仮称)」は、関税法等の関係法令が規定する貿易に

係る量的基準（貨物取扱量など）を充足要件とする従来の開港概念ではなく、国境離島

の産業や観光の振興，生活基盤の確保を図るための＜開港＞として解されるものである。 

そして、そのための枠組みは、国境離島の条件不利性の克服や民生安定のための政策的

課題として、国の権限と責務において措置されるべきものと考える。 

このような基本的認識に基づき、「国境離島型開港(仮称)」の実現に向けた開港条件

の要件緩和等の特例又は支援措置を与那国「国境交流特区」構想として提案する。 

 

 

記 

「国境離島型開港」の考え方 

 

国境地域の離島における離島苦の解消，島民の生活条件の向上，島の自立・活性化

を目標に、国境地域間の経済交流・人的交流を促進することを主たる目的とする。 

また、島嶼地域の自立的発展のための‘範囲の経済’（八重山経済圏～台湾経済圏）

を構成・補完するものである。 

「国境離島型開港」はその基礎的条件となる、小規模港の開港である。 

 

 与那国島の現状と課題から 

 

・汽船「フェリーよなくに*」を花蓮港に直接航行させることにより最短の国際航行

が実現する。（視野で確認できる範囲である） 

 
※「フェリーよなくに」： 

運航者は地元海運事業者の福山海運。与那国－石垣間を週 2 回航行。与那国－石垣間

は島民の生活必需物資等を運搬することから国庫補助対象離島航路に指定されている。

同汽船は国民保護法指定船舶にもなっている。（島民の生命を守る船舶である） 
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・祖納港： 

与那国の悲願である「開港」を目指して、昭和 50 年の着工から 30 年にわたって

整備を図ってきた祖納港（県管理）は、平成 17年度、2,000トン級（―5.5ｍ）／

１バースが完成予定である。 

 

 ・昭和 59年から 20年間、「不開港特許」により実施している花蓮市からの建設資材

の直接輸入実績では、外航船 41隻／年、貨物量 84,000トン／年が最高である。 

 

・一方、旧大蔵省内規においては、「開港条件に基づく国内における開港は、追認の

形で指定される」とされている。外航船入船数，取扱貨物量など当該港湾での貿易

の数量的実績が、港湾施設の整備状況等とともに「開港」の判断基準となっている。 

しかし、与那国のような離島でのスケールメリットの発揮は不可能であり、現行の

開港条件のままでは、これらを充足した開港の実現は半永久的に期待できない。 

 

 ・今般、政府が推進する地方分権，規制改革，構造改革特区／地域再生等の取り組み

は、地域が主体性を発揮し、自らの特性や独自の資源を生かした‘新しい自立’の

実現を促すものと考える。 

 与那国においては、地理的・歴史的な特性を生かした新しい地域間交流をもって、

‘島の自立と生きる活路’を見出すべく、「国境交流特区」構想を推進するもので

ある。その際、小規模港の開港となる「国境離島型開港」は不可欠の要件である。 

  

地域の再生・活性化と自立に向けて 

―島が直面する課題の克服と八重山圏への貢献― 

 

  歴史的経緯からの必然性，人口減少阻止の緊急性 

 

    戦前、与那国島民の生活・経済は台湾との交易による恩恵を受け、台湾経済圏

の中に一体的な生活圏があった。しかし、交易と直接交流が途絶えることにより

人口は加速的に減少し、経済は失速・沈滞化した。 

昭和 22 年当時の約 12,000 名の人口は、現在 1,718 名にまで激減し、若年層

の流出と人口減少傾向は今なおとどまらない状況である。近い将来、島人口が

1,000名を切る懸念が現実のものとなる危険性は高い。 

台湾（花蓮市）との交流・交易を通じ、島の再生・活性化を図る必要がある。  

 

生活物資の安定供給と物価高の解消 

 

   島民の生活必需物資，農水産物等の調達は、石垣および那覇からの離島航路に

依存しており、また、‘最果ての島’への輸送コストなどが島内の物価高を余儀
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なくしている。（島外から移入される生活関連物資のほとんどが那覇市内の 2～5

割高である）。 

一方、台湾・花蓮市の生活必需物資等はこれと比較して安価であり、これらを

輸入することにより物価高の解消が期待できる。また、複数の流通経路の開拓に

よる小売商業者間の競争，多品種・複数価格の商品の存在による島民の商品選択

の拡大も可能となる。 

    与那国島の物価高は、島嶼県である沖縄全域でも顕著であることから、現行の 

汽船「フェリーよなくに」を活用し、＜花蓮＞⇔＜与那国＞⇔＜石垣／西表＞を

結んだ生活必需物資等の調達や新しい流通経路の開拓を推進する。 

こうした取組みは八重山群島の物価高低減に繋がり、また、離島航路の運航

を担う海運事業者の経営状況の改善・向上にも寄与すると考えられる。 

 

国境の立地特性を活かした八重山圏振興への貢献 

 

観光振興においては、八重山への観光入域客 70万人、台湾から沖縄への入域

客 10万人を念頭に、同「フェリーよなくに」を活用し、与那国島を拠点とする

観光客の相互乗り入れ，交流人口の拡大，新たな国際観光ルートの創出などが

期待できる。 

一方、交易に関しては、「小さな島で、人口も少ない与那国が何をもって交易

するのか」という指摘もある。しかし、島嶼地域の特性をふまえた‘範囲経済’

の拡大（八重山経済圏→八重山×台湾経済圏へ）を目指す視点が重要であり、

まず、人口規模 50,000人の八重山圏の中で国境・最西端に位置する与那国島が

拠点となり、台湾との交流・交易等の相互依存関係を深める。こうした取組み

は、沖縄全体の振興策にとっても重要と考える。 

「国境離島型開港」は、その基礎条件の整備となるものである。 

付記） 

台湾から沖縄への輸入品目及び貨物量／1,159,609トン： 

バラス・砂・石材，日用品，食料，工業品，農産品等。（「港湾統計」より） 

日々変動する台湾と日本の価格差に注目し、与那国を経由するメリットが考えられる。 

スポット的に実施できるものもあるが、「不開港特許」という形態をとる限り市場動向

には充分対応できないのが現状である。 

 

島内産業の活性化を通じた自立への挑戦 

 

    台湾との交易・直接交流の拡大を通じて、選択可能な複数流通ルートの創出，

小売業者間の競争，商業・サービス業の活性化，八重山における新たな物流基地

の形成などが期待される。 

また、建設資材の輸入拡大によっては、八重山群島での公共工事の事業費軽減

など、効果的な公共投資への寄与も想定される。 
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記 

（農畜産業の振興） 

・台湾との直接ルート開拓により、肥料・飼料・乾燥草などが低価格で購入可能

となり、経営コストの軽減が図れる。 

・台湾向け肥育牛の生産も可能となり、農畜産業の振興に大きな弾みがつく。 

・地場産物（黒糖・薬草・泡盛・島唐辛子など）の台湾向け輸出が成り立つ。 

 

（水産業の振興） 

・現状：与那国近海のカジキマグロの好漁場が水産業振興に結びつかない。 

立地等の諸条件による国内市場への輸送時間・輸送コスト・地元の負担

経費の関係などから産業としての拡大が望めない状況にある。 

・台湾との直接ルート開拓により、鮮度低下や高い輸送コスト等の諸問題解決に

新たな糸口が生まれる。 

・ニーズのある水産物・加工品等の台湾向け輸出は成り立つ。 

 

（距離的優位性を活かした地域振興に向けて） 

  ・近隣アジア地域との距離の再認識 

台湾⇔沖縄：約 600㎞，与那国⇔台湾：約 110㎞，与那国⇔福州：約 370㎞，

与那国⇔廈門：約 400㎞ 

・株式会社与那国町物産公社の設立 

   ・台湾，さらに中国沿岸地域からの観光客の誘致 

 

「国境地域政策」としての包括的支援を求める 

 

 以上のように、「開港」「台湾との直接交流」の実現により、島内産業の活性化など、

島の再生・自立に向けた様々な可能性が拓ける。また、与那国が国境の立地特性を発揮

することによって、島嶼地域の振興を支える‘範囲経済’の拡大（八重山・台湾経済圏

の構築）や新しい地域間交流を通じた八重山群島への貢献も可能である。 

 しかしながら、本「国境交流特区」構想の実現には、複数の関係当局による特例措置・

支援措置が不可欠であり、省庁横断的な取組みを強く求めたい。   

・国境離島型開港： 財務省，C.I.Q.に関わる各所管省庁，国土交通省 

・与那国－花蓮間の旅客船・貨物船の相互往来： 国土交通省，財務省等 

・人的交流促進のための台湾からの旅行者等の査証免除： 外務省，法務省等 

 

 わが国の最西端にあって、国境の国土と海域を守り、かつ、国境地域間の親善と平和

交流に寄与してきた与那国の役割は重要と考える。‘国境の島守’として、今後もその

責務を果たしていくには、この島に人が住み、暮らしていくための希望が必要である。 

政府・関係当局におかれては、わが与那国島の実情をご賢察賜り、国益と民生安定の

視点を合わせた「国境地域政策」として、包括的支援等の実施を切にお願いしたい。 
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島の活性化と自立への基本的考え方 

 
 
 

＜新たな活性化方策の展開＞ 

 

台湾経済圏との 

新たな生活圏の構築 ← 八重山群島を含めた広域的視点からの施策展開 

                        （‘範囲の経済’による島嶼地域の振興） 

                    ← 需要対応型ではない戦略的プロジェクト展開 

                    

                   ← 台湾を含めた広域的視点からの施策展開 

与那国「国境交流特区」     国境離島型開港（祖納港）           

 交流・交易：人・もの・情報等      花蓮港との直接航行 

                           査証免除（団体観光客・修学旅行生等） 

 

 

＜自立のための産業・観光・生活基盤の整備＞ 

 

         生活の充実 

                        ← 相互に活用できる基盤の整備・拡充 

       生活基盤 自 観光基盤         を図る 

              立 

  産業開発             観光開発 

         産業基盤                                                   

 
 
 

八重山圏域 

拠点・与那国姉
妹
都
市
・
花
蓮 


